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１．多面的機能支払交付金の不祥事の未然防止について

令和５年10月13日に農林水産省農村振興局農地資源課多面的機能支払室長より
「多面的機能支払交付金の不祥事の未然防止」に係る事務連絡が発出されまし
た。

【背景】

事務受託者による証拠書類の改ざんを伴う交付金の私的流用が長期間に渡り行
われていたという 不適切な事案が発生。

【不適切事案の主な要因】

①長年１人で金銭出納を担当し、通帳・印鑑も１人で管理していた。
②事務受託先において担当者以外の者のチェックが実施されていなかった。
③事務受託者に会計事務を任せきりで活動組織の監査等で通帳や領収書等の

原本のチェックが不十分であった。

★会計事務を取り扱う組織として「内部統制」が機能し
ていない状態であったことが判明しており、本来、 組織内
の「内部統制」が有効に機能していれば、発生を防ぐことがで
きた事案である。
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１．多面的機能支払交付金の不祥事の未然防止について

【自主点検の実施】

こうした事案を受けて、活動組織が行う会計事務において「内部統制」が機能して
いるか確認するため、全ての活動組織を対象に自主点検を実施。（令和５年６月）

その結果、組織運営の基本的な事項が十分に徹底されていない実態が確認された。

【自主点検でのチェック内容（参考） 】

□会計事務を活動組織内（直営）で実施している組織向け（537組織）
□会計事務を外部委託して実施している組織向け（53組織）

その内、委託先が土地改良区の場合が45組織

Ⅰ．通帳、印鑑は別々の者が別々の場所に保管しているか。
Ⅱ．会計事務（金銭の出納）は複数人で確認する体制となっているか。
Ⅲ．会計の監査は最低年に一度は領収書、振込受領書、通帳等の確認も含め確実

に行っているか。
Ⅳ．会計の監査では、金銭出納簿の内容を通帳、証拠書類の原本で確認しているか。
Ⅴ．会計報告では、収支総額の他、費目ごとの分類やその内容の詳細などが分かる

形式において、毎年、総会等で構成員に周知しているか。
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１．多面的機能支払交付金の不祥事の未然防止について

【自主点検の集計（鹿児島県）】

Ⅰ．通帳、印鑑は別々の者が別々の場所に保管しているか。
・やっている（258組織＋47組織＝305組織）
・現状はやっていないが今後速やかにやる（247組織＋5組織＝252組織）
・その他（32組織＋1組織＝33組織）

Ⅱ．会計事務（金銭の出納）は複数人で確認する体制となっているか。
・やっている（467組織＋53組織＝520組織）
・現状はやっていないが今後速やかにやる（52組織＋0組織＝52組織）
・その他（18組織＋0組織＝18組織）

Ⅲ．会計の監査は最低年に一度は領収書、振込受領書、通帳等の確認も含め確実
に行っているか。

・やっている（528組織＋53組織＝581組織）
・現状はやっていないが今後速やかにやる（4組織＋0組織＝4組織）
・その他（5組織＋0組織＝5組織）
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１．多面的機能支払交付金の不祥事の未然防止について

【自主点検の集計（鹿児島県）】

Ⅳ．会計の監査では、金銭出納簿の内容を通帳、証拠書類の原本で確認しているか。
・やっている（530組織＋53組織＝583組織）
・現状はやっていないが今後速やかにやる（2組織＋0組織＝2組織）
・その他（5組織＋0組織＝5組織）

Ⅴ．会計報告では、収支総額の他、費目ごとの分類やその内容の詳細などが分かる
形式において、毎年、総会等で構成員に周知しているか。

・やっている（519組織＋53組織＝572組織）
・現状はやっていないが今後速やかにやる（11組織＋0組織＝11組織）
・その他（6組織＋0組織＝6組織）

【結果（鹿児島県）】
・通帳と印鑑が別々に保管されていない組織が全体の約48％の285組織
・会計監査を実施していない組織が9組織
・会計報告を構成員に周知していない組織が17組織
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１．多面的機能支払交付金の不祥事の未然防止について

今後、活動組織等における「内部統制」を確立し、不適切な事案の発生を未然
に防止するため、下記事項について、会議，研修及び検査等のあらゆる機会を通
じ活動組織への指導の徹底を図ると ともに、「円滑な組織運営のためのポイン
ト（※P6参照）」を活用して、改めて組織運営の重要性の周知を図るよう指導が
あった。

１．通帳、印鑑は別々の者が別々の場所に保管すること。
２．会計事務（金銭の出納）は複数人で確認する体制とすること。
３．会計の監査（領収書、振込受領書、通帳等の確認）を年１回以上適切に

実施すること。
４．会計の監査で金銭出納簿の内容を通帳、証拠書類の原本で確認すること。
５．総会等で毎年、収支総額の他、費目ごとの分類やその内容の詳細などが

分かる形式で、構成員 に会計報告を行うこと。

※上記１については、原則行うべき運用であるが、活動組織の特別な事情により実施すること
が 極めて困難で、仮に行った場合は著しく効率性が損なわれ活動自体の実施が困難な状況と
なる場 合については、２～５の体制・頻度等を強化（例えば引出しの状況を確認する体制の強
化や確認 する頻度の増加等）し、１と同様な効果を得られる運用を検討すること。
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１．多面的機能支払交付金の不祥事の未然防止について

（参考） 「円滑な組織運営のためのポイント 」抜粋

※データが必要な場合は下記にお問い合わせください。
鹿児島県水土里サークル活動支援協議会（水土里ネット鹿児島総務部地域支援課）
TEL：099-223-6116 6



２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について

令和５年９月15日に農林水産省農村振興局農地資源課多面的機能支払室長よ
り「多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底」に係る事務連絡
が発出されましが、令和６年１月29日に九州農政局で開催された「担当者会議
」の中でも「安全管理の徹底」について説明がありました。

【令和５年度に発生した事故の状況（全国）】

１．12月末時点で158件の報告あり、前年度より21件の増加。

２．活動中の死亡事故が６件（うち活動に起因するものは３件）発生。

３．死亡事故の発生要因は「単独作業」、「農業用機械の適切な安全管理が
図られていなかったこと」など

４．全体の約８割にあたる118件が草刈り作業中。

５．草刈り作業の場所は、おおよそ半数は「水路」で発生。事故要因は「転倒・
転落」や「草刈機等への接触」、「飛び石」によるものが多い。

６．次いで、「熱中症」や「蜂刺され」による被災が多い。

７．今年度は猛暑の影響により、９月中旬にも熱中症による事故報告があった。 7

２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について

【安全な共同活動に向けた今後の対応】
１．共同活動を行う際の参考として「共同活動の安全のしおり」を使って活動状況を

確認するように周知。

２．作業は必ず複数名で行う。

３．トラクターなどの農用用機械を運転する際には、シートベルトの着用など安全対策が
徹底されるように指導。

４．参加者の当日の健康状態を確認し、体調不良の場合は作業を控えるように指導。

５．草刈機等の接触による事故が多発していることから、作業員同士の間隔を確保し、
接触事故を防止させる。

６．水路法面などの足場が不安定な場所では、スパイク付きの長靴を履くなどして事故
防止に努める。

７．休日等の共同活動中の事故が発生した場合に備え、関係機関同士で緊急時の連絡
体制を確保するように努め、もし事故が発生した場合は、事案を把握後、直ちに本省
まで事故概要を電話連絡すること。（市町村、県）
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２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について
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【令和５年度共同作業中の事故発生状況（鹿児島県）】

・令和４年度は10件、令和６年度は１月12日時点で４件と減少している。

２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について
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【共同作業中に発生した事故の概要（全国）】 ※局担当者会議資料抜粋



２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について
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２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について
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２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について
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２．多面的機能支払交付金の共同活動に係る安全管理の徹底について

（参考） 「共同活動の安全のしおり」抜粋

※データが必要な場合は下記にお問い合わせください。
鹿児島県水土里サークル活動支援協議会（水土里ネット鹿児島総務部地域支援課）
TEL：099-223-6116 16


